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（１／３）

整理番号

事業目的

　当区域は、一級河川岩木川水系平川支川三ツ目内川左岸に位置する人家、鉄道、知的障害者授産施設等の保全対象
施設をもつ地すべり防止区域である。過去には昭和35年8月3日の集中豪雨により、地すべり区域の末端部で滑落が発
生し、三ツ目内集落が濁流の中に閉じこめられ、300人が孤立化する甚大な被害を受けた。その後しばらくは小康状態
が続いたものの、平成8年頃から小規模な地すべり変状が断続的に認められている。
　このため、地すべりによる災害から住民の生命・財産を守るため、地すべり対策工事を実施するものである。
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工事着手

工期変更

平成 1111

平成 平成

採択年度

26終了予定年度

年度

１　事業概要

事 業 名

事業種別 地すべり対策事業

平成

事業方法
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担当部課名 県土整備部
電話番号

Ｅ－ＭＡＩＬ
河川砂防課

主な内容

kasensabo

○

基

平成 年度

三ツ目内区域地すべり対策事業 市町村名

事業主体

地区名等

50

年度

県単独 財源・負担区分 50

／

国庫補助

用地着手平成 11

大鰐町

公共事業再評価調書

法面工 ㎡

再評価実施要件

市町村

5,720

㎡

水路工 ｍ

9

0

6,900

当初計画時から数量に変更はない。

百万円
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施設完成後ただちに地すべり防止効果が発現するため、事業効果発現は大きい。
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２１年度～

計　　　画
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（うち用地費）

（１）　事業の進捗状況

0

計画全体に対する進捗

70

1,200

～１７年度

（うち用地費） 76.7

19（うち用地費）

実　　　績

［③／⑤］

23 7

年次計画に対する進捗

［④／⑥］

合　　計

450

1

1,200

［④／②］

49.3

Ａ Ｂ Ｃ

4

60

（単位：百万円）○当初計画時総事業費

608

〈15年6月変更〉

問題点・
解決見込み

対策工事の検討のための調査に時間がかかることから、工事の進捗に若干の遅れは生じているものの、これまでの調
査結果をもとに順次対策工事を進めることができる状況にあり、また用地問題など事業を進めるにあたっての阻害要
因もないことから、今後は重点投資を図り平成26年度までの完成を目指す。

事 業 費

事業の進捗状況

1,200

12

30

31

事　業　費　割　合

地すべり対策事業は対策工事の検討のために必要な調査が多く、調査に関する委託を先行しているため、工事の進捗
が若干遅れている。各工種の進捗率については、調査した結果をもとに最も効果のある工種から着手するため、ばら
つきを生じている。

121.1

主要工種
毎割合
（事業費）

集水井工（256百万円）

水路工（170百万円）

法面工（375百万円）

73

30

18

説    明

小　計２０年度１９年度１８年度

384 78

17

２　評価指標及び項目別評価

横ボーリング工（160百万円） 74

果 果

事業効果
発現状況



・ ・
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Ｃ（２）　社会経済情勢の変化

昭和35年に地すべりによる災害が発生していることや、平成8年頃から断続的に小規模な地すべりが発生していること
から、大鰐町及び地域住民の事業推進に対する要望は高い。

a  ． b 

整理番号

昭和35年に地すべりによる災害が発生しており、また現在でも断続的に小規模な地すべりが発生してい
る。大規模な地すべり災害が発生した場合、被害が及ぶ地域が広域にわたるため、対策工事の早期概成が
望まれている。

a  ． b 

（２／３）

社
会
的
評
価

全国・本県に
おける評価

当地区にお
ける評価

わが国の地質は脆弱であることに加え、毎年融雪や梅雨前
線・秋雨前線等に伴う豪雨により各地で地すべり災害が発
生し人的被害が発生している実態から、地すべり対策工事
の促進は必要である。

青森県の地すべり対策の整備率は平成19年度末で23.4%と
未だ低い水準にあることから、今後とも災害防止のため
に、地すべり対策事業を推進していく必要がある。

大鰐町及び地域住民は防災工事に対する要望が高く、工事への協力体制が整っている。

大規模な地すべりが発生した場合、土塊による直接被害のほか、三ツ目内川を閉塞することにより、上流
域では湛水被害、下流域では氾濫被害が発生し、被災する地域は広範に及ぶ。保全する対象としては人
家・事業所・耕地、災害時要援護者施設である「ワークキャンパス大鰐」、三ツ目内地区の避難所である
「大鰐第二小学校」などの他、三ツ目内川下流域の国道7号・JR奥羽本線などの公共土木施設も含まれ、
事業の必要性は高い。

必 要 性

a  ． b 

適 時 性

Ａ Ｂ

【全国の評価】

地 元 の
推進体制等

【県内の評価】

・ ・

b

百万円

百万円

百万円

【計画時との比較における要因変化】

地すべり対策事業費用便益分析マニュアル（案）（建設省砂防部　平成11年度）

費用対効果分析
（Ｂ／Ｃ）

百万円

百万円

6.79

1,140       

百万円

百万円

1,186

135

a  ． b 

△ 78

1,635

0

211

Ｂ

百万円

増　　減

Ｃ

百万円

0 百万円

計画時との比較

（３）　費用対効果分析の要因変化

地すべり対策工事を進めることによって人家や事業所のみならず、国道7号やJR奥羽本線などの本県における重要な交
通網についても土砂災害から保全することができ、効率性は高い。

Ａ

1,120

百万円

効 率 性

272百万円

百万円

4,636

百万円 1,120       百万円百万円

0

百万円

百万円

百万円 120

488

983

百万円

道路・鉄道・橋梁 711         百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

0

211

百万円

百万円

【費用対効果分析手法】（分析手法、根拠マニュアル等）

6.56

909         

百万円

（３）

1,062

百万円

再評価時

便益項目
（Ｂ） 433

百万円

費用項目
（Ｃ）

（１）事業費

百万円

（２）

区  分 主  な  項  目 当初計画時

909         

（４）

（５）

総 費 用

（１）人家

（３）

百万円

Ｂ ／ Ｃ

（５）人命保護

総 便 益

百万円

5,967       百万円 7,602       百万円

（４）公益施設 313         

百万円

（２）事業所・耕地 353         

3,450       

a  ． b便益算定の基礎となる人家戸数・事業所数・耕地面積などには当初計画時からの大きな変更はない。しかし再評価
にあたって、最新のデフレータや各種資産評価額等を適用したところ、当初のB/Cの値を若干上回る結果となった。

計画時との比較



・ ・

・ ・

（１）対応状況 ●配慮している ○配慮していない

（２）区　分

● 農林地等の緑地や植生の改変 ● 地形や地盤の改変 ○ 水系や水辺の変更

海域環境 変更 敷地整備段階 重機 使用 土砂等 搬出 搬

対策工事の一層の推進について要望があった。工事説明会や用地交渉時に聞き取りによりニーズ
を把握している。

（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

【住民ニーズ・意見】

住民ニーズの
把握状況

各ブロックにおいて地すべり観測の状況・表流水の状況・崩落状況等を考慮しながら、各ブロック毎に工
法の比較を行い、最適な工法を採用している。

・極力切土が発生しない工法を採用し、発生した場合でも現場内で流用土として利用するようにしてい
る。
・砕石を使用する場合には、再生砕石を活用している。

【住民ニーズの把握方法】

ＢＡ Ｃ

a  ． b 

a  ． b 

a  ． b 

Ｂ

Ｈ20－20

（３／３）

代 替 案

【代替案の検討状況】

【コスト縮減の検討状況】

コスト縮減

Ａ

整理番号

Ｃ

【開発事業等における環境配慮指針への対応】

（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

○ 海域環境の変更 ● 敷地整備段階での重機の使用 ● 土砂等の搬出・搬入

● 廃棄物処理等 ○ ○ 基礎や地下建造物の建設

○ 低層建築物の建設 ○ 高架構造物の建設 ○

（３）対応内容

振興山村区域、特別豪雪地域に指定されている。

a  ． b 

３　対応方針（事業実施主体案）

地域の立地特性

備    考

保全対象(人家・公益施設等)を考慮すると重要度が高く、地すべり対策を継続する必要がある。

評価理由

総合評価 ● ○○

委員会評価

（附帯意見がある場合に記載）

（委員会意見が「対応方針（案）を修正すべき」の場合に記載）

○継続 計画変更

４　公共事業再評価審議委員会意見

対応方針（案）どおり

附帯意見

○

○ 休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

対応方針（案）を修正すべき委員会意見

自然地形の改変量の低減に努めるとともに、表土の流出防止等の土砂災害防止について十分に配慮している。ま
た低騒音型・低振動型、排出ガス対策型の建設機械を用い、工事実施中の周辺環境への影響が少なくなるようにし
ている。

中止

継続

○

環境影響
への配慮

○ 計画変更 ○ 中止 ○

道路(車歩道),雨水排水路の設置

海底・海中建造物の設置や建設

休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

評価理由

（委員会意見が「対応方針（案）を修正すべき」の場合に記載）


